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2019年度(平成31年度)二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金

（間接補助金）に係る補助事業者（執行団体）の公募について 

（公募要領） 
 

 

平成 30 年 12 月 26 日 

環境省地球環境局 

総合環境政策統括官Ｇ 

環境再生・資源循環局 

水 ・ 大 気 環 境 局 

 

 

 

※ 本公募は、2019年度(平成31年度)当初予算の成立が前提となるものです。このため、今

後、内容等が変更になる場合があることをあらかじめご了承願います。 

 

環境省では、二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金の交付の決定を受けて事業を実施す

る者（間接補助金の執行団体）の公募を行います。 

応募方法その他留意していただきたい点は、この公募要領に記載するとおりですので、応

募される方は、熟読いただくようお願いいたします。 

なお、補助事業者として採択された場合には、各事業の交付要綱及び実施要領に従って手

続等を行っていただくことになります。 

また、採択された際には、政府が推進する地球温暖化対策のための国民運動「COOL CHOICE」

について、ご協力をお願いいたします。 
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公募要領目次 

 

Ⅰ．二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金に係る補助事業者の公募について 

１．補助金の目的 

２．定義 

３．補助金の内容について 

４．補助事業者の採択について 

５．採択における評価項目について 

６．応募の方法について 

 

Ⅱ．留意事項等について 
１．基本的な事項について 

２．補助金の交付について 

３．補助事業の完了について 

４．補助対象経費について 

５．留意点 
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Ⅰ．二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金に係る補助事業者の公募について 

 

※ 本公募は、2019年度(平成31年度)当初予算の成立が前提となるものです。このため、今

後、内容等が変更になる場合があることをあらかじめご了承願います。 

※ 本公募では、複数の事業を同時に公募するため、各事業の内容については、環境省ホー

ムページに掲載される事業ごとの資料を参照いただくようお願いいたします。（URL：

http://www.env.go.jp/earth/ondanka/biz_local.html） 

 

１．補助金の目的 

この補助金は、二酸化炭素排出対策事業費等補助金を財源として給付金を交付する事業

（以下「間接補助事業」という。）に要する経費を補助することにより、各事業の交付要綱

等で定める事業目的の達成に資することを目的としています。 

 

２．定義 

本公募における用語の定義は、以下のとおりです。 

① 間接補助事業 

各事業の交付要綱等で定める事業をいいます。 

② 間接補助事業者 

間接補助事業を行う者をいいます。 

③ 補助事業 

間接補助事業者に対して間接補助事業に要する経費を補助する事業及び当該事業に必

要な事務をいいます。 

④ 補助事業者 

補助事業を行う者をいいます。 

⑤ 補助金 

本公募の対象である二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金をいいます。 

⑥ 間接補助金 

補助事業者が国から交付を受けた補助金を財源として、間接補助事業者に対して交付

する補助金をいいます。 

 

３．補助金の内容について 

（１）2019年度(平成31年度)当初予算（案） 

本公募で対象となる各事業の補助金の予算額（案）及び事務費の上限額（補助事業の

事務を行うために必要な経費）については、別紙「2019 年度(平成 31 年度) 二酸化炭

素排出抑制対策事業費等補助金に係る間接補助事業公募対象事業一覧表」（以下「公募対

象一覧表」のとおりです。 

 

（２）補助事業者 

非営利型法人（法人税法（昭和４０年法律第３４号）第２条第９号の２に定める一般

社団法人・一般財団法人）その他の非営利法人（補助金に対して法人税が課されること
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となる法人を除く。）のうちから、１法人を補助事業者として採択します（採択の詳細に

ついては４．を参照。）。 

補助事業をコンソーシアム形式（補助事業を複数の事業者と共同して実施すること）

により申請する場合には、代表者を決めていただくとともに、代表者が応募申請書を提

出してください。（ただし、代表者が補助事業の全ての業務を他の者に再委託することは

できません。）補助事業を共同して実施する者（共同実施者）は代表者と同じく非営利型

法人に限ります。 

※ 応募段階では、非営利型でない一般社団法人・一般財団法人も応募することが可能ですが、補助事業者として採択

された場合には、その採択の日から２週間以内に非営利型に移行していただくことが必要です（応募書類においては、

その見通しを示してください。）。移行されなかった場合は採択を取り消します。 

 

（３）補助事業期間 

  ①原則として単年度とします（2020年（平成３２年）３月３１日まで）。 

  ②「公募対象一覧表」のうち、No.11「廃棄物処理施設を核とした地域循環共生圏構築促

進事業」は、一部の事業メニューについては４カ年の事業期間とします（2023年（平

成３５年）３月３１日まで）。 

③「公募対象一覧表」のうち、No.37「二国間クレジット制度資金支援事業のうち設備補

助事業」にあっては、３カ年の事業期間とします（2022年（平成３４年）３月３１日

まで）。 

 

（４）補助事業の経理等 

補助事業に関する経理については、帳簿及び全ての証拠書類を備え、他の経理と明確

に区分して経理し、常にその収支の状況を明らかにしておかなければなりません。また、

帳簿及び全ての証拠書類を補助事業の完了の日の属する年度の終了後５年間、保存して

おかなければなりません。 

環境省は、補助事業実施期間中に、補助事業の執行に要する事務費について、額の中

間検査を実施します（コンソーシアム形式で実施する場合には、共同実施者に対しても

環境省が直接検査を行う場合があります）。 

 

（５）概算払 

補助金のうち概算払をすることができる経費は、次に掲げるものとし、支払時期につ

いては環境省と協議の上、請求できるものとします。ただし、概算払に当たっては財務

省との協議を要するため、必ずしも希望に添えない可能性があります。 

① 事業費 

間接補助事業者に対して支払う間接補助金として必要な額 

② 事務費 

事務に要する費用の支払に必要な額 
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（６）間接補助事業の指導監督 

補助事業者は、間接補助事業者が行う間接補助事業の実施状況を把握し、間接補助事

業者に対して間接補助事業の適正かつ円滑な実施を確保するために必要な報告を求める

とともに、それにより得た情報を適時適切に環境大臣に報告するものとします。 

また、補助事業者は、間接補助事業の適正かつ円滑な実施に重大な支障が生じ、又は

生ずるおそれがあると認められる場合には、環境大臣に速やかに報告するとともに、そ

の指示を仰ぎ、間接補助事業者に対して必要な改善を指導するものとします。 

 

（７）その他 

（１）から（６）に掲げた事項を含め、交付要綱及び実施要領において、補助事業及

び間接補助事業の詳細について定めますので、必ず交付要綱等に従って補助事業を遂行

してください。また、交付決定後の補助事業に係る具体的な経理処理、確定検査を実施

する際に準備しておく資料等については、「環境省所管の補助金等に係る事務処理手引」

（平成28年４月環境省大臣官房会計課）に基本的事項を記載しておりますので、補助事

業を開始される際にあらかじめ内容を確認してください。 

 

４．補助事業者の採択について 

（１）一般公募を行い、採択します。 

（２）応募者より提出された応募書類について、書面審査及び評価委員会による審査を行 

います。 

評価委員会は、書面審査を通過した応募書類について、「二酸化炭素排出抑制対策事業

費等補助金の補助事業者に係る応募書類審査の手順について」（別添１）及び「二酸化炭

素排出抑制対策事業費等補助金の補助事業者に係る応募書類審査基準及び採点表」（別添

２）に基づき厳正に審査を行い、補助事業者を採択します。なお、採択に当たり、評価

委員会での指摘事項等を踏まえて、補助事業の実施に関する条件を付すことや、事業実

施計画書の内容の変更を指示することがあります。 

 

５．採択における評価項目について 

補助事業者の採択における評価項目は、以下のとおりとし、総合的に評価するものとし

ます。なお、応募内容について有識者等で構成される評価委員会において応募者よりヒア

リングを行う場合があります。 

（１）書面審査における評価項目 

 ○ 必要な内容が記載されているか。 

 ○ 必要書類が添付されているか。 

 

（２）評価委員会における評価項目 

別添２に示す応募書類審査基準及び採点表のとおり審査、評価をします。 

 

６．応募の方法について 

（１）応募方法 
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補助事業者に係る応募に必要な書類を、公募期間内に電子メールにより環境省に提出

してください（書面による提出は不要）。 

※複数の事業に応募される場合には、事業ごとに応募の電子メールを分けてください。 

 

（２）公募期間 

平成３０年１２月２６日（水）から平成３１年２月１３日（水）１７時必着 

 

（３）応募に必要な書類及び提出方法 

① 応募に必要な書類 

・応募申請書【様式１】 

法人の定款、法人の概要が分かる説明資料、過去２決算期の事業報告及び決算報告、

平成２６年１月１日から平成３０年１２月３１日までの間に官公庁又は会計検査院よ

り、不適切な会計経理の処理等の是正を求められた場合には、その概要及び是正の措

置内容並びに再発防止に向けた措置内容が分かる資料の写しを添付してください。 

※申請時に、法人の設立から１会計年度を経過していない場合には、補助事業を行う年度の事業計画（案）及び収支

予算（案）。法人の設立から１会計年度を経過し、かつ、２会計年度を経過していない場合には、直近の１決算期

に関する事業報告及び決算報告） 

・事業実施計画書【様式２】 

様式に従い、補助事業の実施に関する計画を記載してください。 

・事務費用内訳【様式３】 

様式に従い、補助事業に関する事務を行うために要する費用の見込みを記載してくだ

さい。 

② 提出方法 

①に示す様式１～３及び添付資料について、（５）に記載するe-mailアドレスあてに、

電子メールにより提出してください。提出する電子データは、(a)様式１～様式３をPDF

化してひとつのファイルに統合したファイル及び(b)様式１～３の word 形式のデータ

（docxや doc形式）のデータの両方を送付してください（環境省のサーバの都合上、１

メールあたりで受信できる容量は５Ｍを目安としてください）。電子メールは受信後環境

省から受領の確認メールを返信します。 

なお、添付書類である法人の定款等については、それぞれPDFファイル等により電子

化し、電子メールにより合わせて提出してください。 

応募書類のデータが大容量となりメール添付ができない場合には、環境省ネットワー

クシステムのファイル受け渡しサービスを設定しますので、（５）に記載する連絡先にフ

ァイル受け渡しサービスの設定を依頼してください。 

 

（４）説明会の開催 

   補助事業に係る説明会を以下のとおり開催しますので、本補助事業に応募する場合は

本公募要領及び応募対象事業に係る資料を持参の上必ず出席してください。 
   説明会に参加される方は、平成３１年１月１１日（金）17 時まで（必着）に、「2019

年度(平成 31 年度)間接補助金公募説明会参加登録」と明記し、氏名、連絡先（電子メー



 

- 7 - 
 

ルアドレス、電話番号）、職業（ご所属、役職）を記入の上、（５）の連絡先までメール

によりご登録ください。なお、参加者多数の場合は１団体につき出席者を１名に制限す

る場合があります。 

日 時：平成３１年１月１６日（水）１４時００分から 

場 所：経済産業省別館1111号 

    東京都千代田区霞が関１－３－１（経済産業省別館） 

   ※経済産業省への入館方法については下記URLをご覧ください。本説明会に係る専用

の受付の設置はありません。 

    URL：http://www.meti.go.jp/intro/data/a321004j.html 

 

（５）応募に関する質問の受付及び回答 

○ 受付先 

東京都千代田区霞が関１－２－２ 中央合同庁舎５号館３階 

環境省地球環境局地球温暖化対策課 

ＦＡＸ：０３－３５８０－１３８２ 
E-Mail：TOKUKAI@env.go.jp 

○ 受付方法 

電子メールにて受け付けます（電話、来訪等による問合せには対応しません。）。電子

メールの件名は、「2019年度(平成31年度)二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金に関

する質問」としてください。 

 

（６）応募書類提出後のスケジュールについて 

応募書類提出後のスケジュールの概略は以下のとおりです。 

書面審査を通過した者を評価するため、評価委員会を開催します。 

応募締切 平成３１年２月１３日（木）１７時 

↓ 

応募書類の審査 

↓ 

評価委員会 平成３１年２月下旬。応募内容について評価委員会において応募者より

ヒアリングを行う場合があります。 

↓ 

補助事業者の採択 補助事業者の採択は2019年度(平成31年度)当初予算の成立が前

提となるものです。 

↓  

交付申請書の提出 採択された者は、辞退する場合を除き、予算額の範囲内で交付申

請書及び添付書類を提出してください。 

↓ 

交付決定 

↓ 

補助事業の実施 
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Ⅱ．留意事項等について 

 

１．基本的な事項について 

補助金については、2019 年度(平成 31 年度)の範囲内で交付するものとし、補助金等に

係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）及び補助金等に係る

予算の執行の適正化に関する法律施行令（昭和３０年政令第２５５号）の規定によるほか、

交付要綱、実施要領及びこの公募要領に定めるところによることとします。 
 
２．補助金の交付について 

（１）交付申請 

採択された補助事業者は、2019 年度(平成 31 年度)が成立した場合、補助金の交付申

請書を環境大臣あて提出していただきます（申請手続等は各事業の交付要綱を参照願い

ます。）。 

（２）交付決定 

環境大臣は、提出された交付申請書の内容について審査を行い、補助金の交付が適当

と認められたものについて交付の決定を行います。 

（３）事業の開始 

補助事業者は、補助金の交付決定を受けた後に事業を開始することが可能となります。 

補助事業者が補助目的を達成するため他の事業者等と委託等の契約を締結するに当た

っては、当該契約の契約日は交付決定日以降となりますので注意してください（補助金

交付決定日以前に契約等を行った経費は、原則として補助金交付の対象外となります）。 

 

３．補助事業の完了について 

補助事業を完了したときは、当該事業を完了した日から起算して３０日を経過した日又

は翌年度の４月１０日のいずれか早い日までに、完了実績報告書を環境大臣あて提出して

いただきます。 
 
４．補助対象経費について 

  補助対象となる経費については、下表のとおりですが、事業ごとに補助対象経費が異な

る場合がありますので必ず交付要綱等を参照してください。 

１．区分 ２．補助対象経費 ３．補助率 

事業費 間接補助事業に要する経費 定額 

事務費 報酬、人件費、社会保険料、賃金、諸謝金、旅費、消耗品費、印刷製

本費、通信運搬費、光熱水料、使用料及賃借料、会議費、役務費、委

託料及び租税公課並びにその他必要な経費で大臣が承認した経費 

定額 

※補助事業の実施に直接必要と判断し難い消耗品費（例：新聞等の定期購読、日用品、従事者

個人が使用するPC周辺機器等）は補助対象となりません。 
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５．留意点 

（１）応募書類の取扱 

提出された応募書類は、応募者に返却いたしません。また応募者に無断で、環境省に

おいて応募書類の審査以外の目的に使用することはありません。なお、行政機関の保有

する情報の公開に関する法律（平成１１年法律第４２号）に基づき、不開示情報（個人

情報、法人等の正当な利益を害するおそれがある情報等）を除いて開示される場合があ

ります。 

 

（２）エネルギー対策特別会計により実施した事業の検証・評価の実施 

   環境省では、エネルギー対策特別会計により実施した事業の二酸化炭素削減効果の検

証・評価等を実施しており、その実施に当たって必要となる資料等の提供を求める場合

があります。 

 

（３）補助事業終了後の対応について 

   補助事業終了後においても会計検査院が実地検査に入ることがあるため、適切に対応

をいただく必要があります。また、財産処分承認申請手続きなど、補助事業終了後にお

いても発生する手続きに対応いただく必要があります。 

 

（４）行政手続きコストの削減について 

規制改革推進会議行政手続部会の取りまとめを踏まえ、環境省の行政手続コスト(事業

者の作業時間)削減にかかる「基本計画」における取組を進めるため、特に間接補助事業

者の公募、交付決定時の手続コスト削減に努めてください。 

環境省「行政手続コスト」削減のための基本計画 

URL：http://www.env.go.jp/other/costsakugen/index.html 

 

（５）その他 

上記のほか、必要な事項は各事業の交付要綱及び実施要領に定めますので、参照して

ください。 
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【様式１】 

平成  年 月 日 

 

 

環境省●●●局長 殿 

 

 

2019年度(平成31年度)二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金（●●●●事

業）に係る補助事業者応募申請書 

 

 

標記について、以下の必要書類を添えて申請します。 

 

 

１．事業実施計画書（様式２） 

２．事務費用内訳（様式３） 

３．法人の定款 

４．法人の概要が分かる説明資料（法人概要パンフレット） 

５．過去２決算期の事業報告及び決算報告（又は事業計画及び収支予算） 

６．平成２６年１月１日から平成３０年１２月３１日までの間に官公庁又は会計検査院より、不

適切な会計経理の処理等の是正を求められた際の概要及び是正の措置内容並びに再発防止に

向けた措置内容が分かる資料の写し 

 

 （応募者に関する情報） 

申
請
者 

法人番号  

法人名称  

代表者役職・氏名  

住所  

連
絡
担
当
窓
口 

氏名（ふりがな）  

所属（部署名）  

役職  

電話番号（代表・直通）  

Ｅ－ｍａｉｌ  
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【様式２】 

事業実施計画書 

 

法人について 

法人名  

所在地  

設立    年  月  日 

役員等 ※代表者と理事全員（他の肩書きがある場合はそれを含めて記載してくださ

い。国家公務員経験のある方については最終官職名を明示してください。） 

法人の目的  

主な活動  

年間の収支予算 ※収入・支出の規模とその項目（別紙でも可） 

概算払希望有無 ※補助事業者として選定された後、補助金の概算払を希望するかを記載して

下さい。また、初回の支払希望時期（●月頃）を記載して下さい。 

法人の種類 ※非営利型一般社団法人・一般財団法人等の法人の種類を記載してくださ

い。一般社団法人・一般財団法人のうち応募申請段階で非営利型に移行し

ていない法人については、補助事業者として採択された場合には、その採

択の日から２週間以内に非営利型に移行する具体的な見通しを記載して

ください。 

本事業への応募

理由 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※補助金への理解度についても記載してください。 
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１．補助事業の実施 

１．（１） 

補助事業の実施

方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※応募しようとする事業の実施要領等に基づく補助事業の具体的な実施方

針を記載してください。 

※間接補助事業者の募集方法、申請方法及び審査・採択方法について実施方

針を記載してください。 

※間接補助金交付先の審査に係る審査項目・内容等に関する信頼性の確保手

順等（審査書類の作成手順、チェック体制等）について具体的に記載して

下さい。 

※過去に間接補助金の執行団体として間接補助金の交付事務の実績がある

場合にはそれらを踏まえつつ上記の内容を記載してください（執行団体は

環境省からの補助金に限定しません）。 

 

１．（２） 

間接補助事業の

指導監督を実施

するための方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※間接補助事業者を採択後、間接補助事業の指導監督の方法についての具体

的な取組内容を記載してください。 

※過年度に交付した間接補助事業についても監査等を行うことがあります

ので、指導監督の具体的な取組内容の記載にあたってはこの点も留意して

記載してください。 

※過去に間接補助金の執行団体として間接補助金の交付事務の実績がある

場合にはそれらを踏まえつつ上記の内容を記載してください（執行団体は

環境省からの補助金に限定しません）。 

 

１．（３） 

間接補助事業の

事業効果 

の把握、評価及

び公表の方法 

 

 

 

 

 

 

※間接補助事業について、事業効果の把握や評価の方法、公表の方法につい

て、本事業の成果を高めるために具体的な提案を記載してください（補助

事業完了後の内容については提案ベースで差し支えありません）。 
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２．実施体制と事務費用の適正性 

２．（１） 

補助事業に関す

る事務を適切に

行うための体制 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※補助事業の実施体制が明らかとなるように体制図により明示した上で、補

助事業の実施に係る役割分担を具体的に記載して下さい。 

※補助事業をコンソーシアム形式によって実施する場合は、代表者を決めて

いただくとともに、代表者が応募申請書を提出してください。（ただし、

代表者が業務の全てを他の者に再委託することはできません。） 

※具体的に予定している者がいる場合は、氏名及びその者が適当な理由につ

いても記載してください。（No29 脱炭素社会を支えるプラスチック等資源

循環システム構築実証事業のみ：業務の性質上、業務を実施するために必

要な専門的知識や当該分野（化学など）の経験者を有するかを評価するた

め、従事者（候補者）の具体的経歴等について注記してください。また、

従事者を今後配置する場合には配置方針等を記載してください） 

※国より交付を受けた補助金を他の経理と明確に区分し、適正に管理できる

体制が整えられているかについても記載してください。 

※環境省では補助事業実施期間中に執行団体への監査を行っています。これ

らの監査（会計検査院への受検対応も含む）への対応に係る体制や方針に

ついて記載してください。 

 

（記載例） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．（２） 

補助事業を行う

に当たっての法

令遵守及び情報

セキュリティを

確保するための

体制 

 

 

 

※法令遵守及び情報セキュリティの体制等を記載してください。 

※具体的に予定している者がいる場合は、氏名及びその者が適当な理由につ

いても記載してください。 

 

事務局長 

理事長 

事業担当 経理担当 

●名体制 ●名体制 
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２．（３） 

補助事業に関す

る事務を行うた

めに要する費用

の合理性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※本項目では、補助事業に関する事務を行うために要する費用について、様

式３に記載した費目ごとに積算の考え方を記載して下さい。その際、合

理的・経済的に執行する方策について明らかになるように記載をして下

さい。 

※内訳については、様式３に記載してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．（４） 

補助事業に関す

る事務費の適切

な管理の方針 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①事務費の管理の方針（特に人件費や賃金）について、具体的な取組を記載

して下さい（特に補助事業従事者の業務管理の方針について記載してく

ださい）。 

  

②時間外労働（超過勤務）を抑制するための具体的な取組や方針を記載して

ください。過年度に執行団体の実施実績がある法人については、超過勤

務の実績を踏まえて記載してください。 
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３．法人自体について 

３．（１） 

法人の定款と補

助金の目的の整

合性 

 

 

 

 

 

 

※法人の定款に定められた目的と補助金の目的との関係を記載して下さい。 

３．（２）① 

法人の環境マネ

ジメントシステ

ム等取得状況 

 

 

 

 

 

※ＩＳＯ１４００１、エコアクション２１、KES、エコステージ、地方公共

団体による認証制度等のうち、第三者による環境マネジメント認証取得

の有無を記載してください。 

※環境省で推進している「COOL CHOICE」への賛同状況を記載して下さい。 

３．（２）② 

過去の執行団体

に係る実績 

 

 

 

 

 

 

※過去に間接補助金の執行団体として間接補助金の交付事務の実績がある

場合にはその情報を記載してください（執行団体は環境省からの補助金に

限定しません）。 

※記載事項は、年度・事業名（所管省庁名）・予算額（実績）・事業概要・

間接補助金交付件数・業務実施体制（○人体制）とします。 

３．（３） 

平成26年1月1

日から平成 30

年 12 月 31 日ま

での間の不適切

な会計経理の処

理等の指摘 

※左記の期間において官公庁又は会計検査院より不適切な会計経理の処理 

等の是正を求められたことがある場合には、是正を求められた年月日、 

官公庁等の名称、その概要と指摘に対して講じた是正措置内容及び再発防

止に向けた措置内容を記載してください。 
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【様式３】 

事務費用内訳 

（単位：円）  

必要経費の項目 経費の見積額 

(記載例) 

【人件費】 

人件費 

 

 

 

 

【業務費】 

諸謝金 

 

 

旅費 

 

 

 

消耗品費 

 

印刷製本費 

 

通信運搬費 

 

光熱水料 

 

使用料及賃借料 

 

 

会議費 

 

役務費 

 

その他必要な経費 

 

 

事務局長 x,xxx,xxx円 × ●名 ＝ x,xxx,xxx円 

事業担当 x,xxx,xxx円 × ●名 ＝ x,xxx,xxx円 

経理担当 x,xxx,xxx円 × ●名 ＝ x,xxx,xxx円 

計xx,xxx,xxx円 

 

 

審査委員会 xx,xxx円 × ●名 ＝ xxx,xxx円 

計xxx,xxx円 

 

公募説明会 xx,xxx円 × ●名 ＝ xxx,xxx円 

現地調査  xx,xxx円 × ●名 ＝ xxx,xxx円 

計xxx,xxx円 

 

消耗品費 xx,xxx円 × ●式 ＝ xxx,xxx円 

 

印刷製本費 xx,xxx円 × ●式 ＝ xxx,xxx円 

 

通信運搬費 xx,xxx円 × ●式 ＝ xxx,xxx円 

 

光熱水料 xx,xxx円 × ●式 ＝ xxx,xxx円 

 

事務所家賃 xxx,xxx円/月 × 12ヶ月 ＝ x,xxx,xxx円 

※事務所賃料を計上する場合には、m2あたり単価を記載して下さい。 

 

会議費 xx,xxx円 × ●式 ＝ xxx,xxx円 

 

役務費 xx,xxx円 × ●式 ＝ xxx,xxx円 

 

※事業の性質上、特に必要となる経費はその他必要な経費に具体的に計上して下さい。 

合計額 xx,xxx,xxx円（事務比率●％） 

※１ 必要となるすべての事務費用（補助事業に関する事務を行うために要する費用）について記載

してください。 

※２ ３．（１）に示す上限を超えている場合は、評価点を０点とします。 

※様式３はエクセルにより作成していただいて構いません。 
※補助事業をコンソーシアム形式によって実施する場合は、共同実施の経費は委託費として計

上し、委託費の内訳を様式３に準じて作成してください。 
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（別添１） 
 

二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金の補助事業者に係る応募書類審査の手

順について 

 
１．評価委員会による審査 

有識者及び環境省職員により構成する二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金に係る

評価委員会において、提出された応募書類の内容について審査を行う。なお、評価委員会

は、非公開とする。 

 

２．応募書類の審査方法 

（１）評価委員会委員は、委員ごとに二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金の補助事業者

に係る応募書類審査基準及び採点表（別添２）に基づき、以下の採点基準で採点する。 

  【採点基準】 

①審査項目１（１）から３（２） 

 ＜配点＞                   ＜５点＞＜１０点＞＜１５点＞  

・Ａ（良い）                   ５点    １０点   １５点 

・Ｂ（やや良い）                 ４点    ７点   １２点 

・Ｃ（普通）                  ３点    ５点    ８点 

・Ｄ（やや悪い）                ２点    ３点    ５点 

・Ｅ（悪い）                  ０点    ０点    ０点 

  ②審査項目３（３） 

・Ｆ（該当なし）                        ０点 

・Ｇ（指摘に対し適切な是正措置及び再発防止策が講じられている）－５点 

・Ｈ（官公庁から是正を求められ、適切な是正措置及び再発防止 

策が講じられていない）                 －１０点 

・Ｉ（会計検査院から不当事項として指摘され、適切な是正措置 

及び再発防止策が講じられていない）          －２０点 

 

（２）（１）の委員毎の採点結果を合計した後、出席委員数で除して平均点を求め、その点数

が最も高い者を補助事業者として採択する。 

 

（３）複数の応募者の（２）で算出した平均点が同点の場合、次の基準で補助事業者を採択 

する。 

① 「Ａ」の数が多い者 

② 「Ａ」の数が同数の場合は、「Ｂ」の数が多い者 

③ 「Ｂ」の数も同数の場合は、「Ｃ」の数が多い者 

④ 「Ｃ」の数も同数の場合は、「Ｄ」の数が多い者 

⑤ 「Ｄ」の数も同数の場合は、委員の多数決により採択 
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（別添２） 
二酸化炭素排出抑制対策事業費等補助金補助事業者に係る応募書類審査基準 

及び採点表 

 

委員名                    応募者               

審査 

項目 
審査基準 配点 得点 

１ 補助事業の実施   

 

(1) 補助事業の実施方針は事業遂行にあたって適切か。 １５ 点 点 

(2) 間接補助事業の指導監督を実施するための方針は適切であるか。 １５ 点 点 

 (3) 間接補助事業の事業効果の把握、評価及び公表の方法は適切か。 １０ 点 点 

２ 実施体制と事務費用の適正性   

 

(1) 補助事業を適切に行うために必要かつ適正な体制が整えられているか。 １５ 点 点 

(2) 
補助事業実施にあたり、法令遵守及び情報セキュリティを確保するために必要

かつ適正な体制を整えられるか。 
５ 点 点 

(3) 補助事業に関する事務を行うために要する費用は適正かつ合理的か。 １５ 点 点 

(4) 
補助事業に関する事務費の管理の方針は適切か。時間外勤務（超過勤務）を抑

制するための具体的な取組や実施方針は妥当か。 
１０ 点 点 

３ 法人自体について   

 

(1) 法人の定款と補助金の目的との整合性 １０ 点 点 

(2) 
①過去の執行団体の実施実績 

②環境マネジメントシステム等の取得状況 
５ 点 点 

(3) 

平成26年1月1日から平成30年12月31日までの間に官公庁又は会計検査院

より、不適切な会計経理の処理等の是正を求められたことがあるか。また、是

正の指摘に対しどのような措置を講じ、再発防止に向けた措置が講じられてい

るか。 

０ 点 点 

合 計 １００ 点 点 

【採点基準】 

①審査項目１（１）から３（２）       ②審査項目３（３） 

  <配点>     <５点> <１０点> <１５点>    

・Ａ（良い）    ５点  １０点  １５点 
・Ｂ（やや良い） ４点   ８点  １２点 

・Ｃ（普通）   ３点   ６点   ９点 

・Ｄ（やや悪い） ２点   ４点   ６点 

・Ｅ（悪い）   ０点   ０点   ０点 

・Ｆ（該当なし）                           ０点 

・Ｇ（指摘に対し適切な是正措置及び再発防止措置が講じられている）  －５点 

・Ｈ（官公庁から是正を求められ、適切な是正措置及び再発防止措置が講じられて

いない）                              －１０点 

・Ｉ（会計検査院から不当事項として指摘され、適切な是正措置及び再発防止措置

が講じられていない）                    －２０点 



No 事業名
平成31年(2019)
度予算額（案）

H31(2019
事業費

H31（2019）
事務費

H31(2019)
事務費率

今回公募対象 備考 担当課室
平成30年度
予算額

H30執行団体

1
ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス（ZEH）化等に
よる住宅における低炭素化促進事業

8,870,000 7,974,000 896,000 10.2% × 別途執行団体の公募を実施予定。 地球環境局　地球温暖化対策事業室 7,500,000 一般社団法人環境共創イニシアテチブ

2
集合住宅（低層・中層）における低炭素化
（ZEH-M化）促進事業

830,000 747,000 83,000 10.0% ○ 地球環境局　地球温暖化対策事業室 1,000,000 一般社団法人低炭素社会創出促進協会

3
業務用施設等におけるネット・ゼロ・エネル
ギー・ビル（ZEB）化・省CO2促進事業

5,000,000 4,825,000 175,000 3.5% ○
地球環境局　地球温暖化対策事業室
自然環境局　国立公園課

5,000,000 一般社団法人静岡県環境資源協会

4 設備の高効率化改修支援事業 1,100,000 1,048,300 51,700 4.7% ○
地球環境局　地球温暖化対策事業室
環境再生・資源循環局　廃棄物規制課
自然環境局　温泉地保護利用推進室

1,200,000 一般社団法人温室効果ガス審査協会

5
水素を活用した自立・分散型エネルギーシス
テム構築事業

600,000 560,000 40,000 6.7% ○ 地球環境局　地球温暖化対策事業室 1,000,000 一般財団法人栃木県環境技術協会

6
脱フロン・低炭素社会の早期実現のための省
エネ型自然冷媒機器導入加速化事業

7,400,000 7,252,000 148,000 2.0% ○ 地球環境局　フロン対策室 6,400,000 一般財団法人日本冷媒・環境保全機構

7 CO2削減ポテンシャル診断推進事業 1,700,000 1,598,000 102,000 6.0% ○ 地球環境局　市場メカニズム室 1,700,000
一般社団法人低炭素エネルギー技術事業組
合

8
先進対策の効率的実施による二酸化炭素排
出量大幅削減設備補助事業

3,580,000 3,415,000 165,000 4.7% ○ 地球環境局　市場メカニズム室 3,580,000 一般社団法人温室効果ガス審査協会

9 地域における地球温暖化防止活動推進事業 250,000 237,500 12,500 5.0% ○ 地球環境局　国民生活対策室 250,000 一般社団法人地球温暖化防止全国ネット

10 省エネ家電等マーケットモデル事業 930,000 856,668 73,332 7.9% ○ 地球環境局　国民生活対策室 930,000 一般財団法人環境イノベーション情報機構

11
廃棄物処理施設を核とした地域循環共生圏
構築促進事業

(15,974,000)
5,950,000

(15,695,450)
5,810,000

(278,550)
140,000

2.4% ○

・平成31年度新規
・一部事業メニューは４カ年事業（H31～H34の国庫債
務負担行為）
・上段かっこ書きは４カ年の総額、下段はH31年度単年
度の金額（事務費のみH31年度分のみ記載）

環境再生・資源循環局　廃棄物適正処理推進課 - -

12 低炭素型廃棄物処理支援事業 1,900,000 1,816,667 83,333 4.4% ○
環境再生・資源循環局　廃棄物規制課、廃棄物適正処
理推進課

1,900,000 公益財団法人廃棄物・３Ｒ研究財団

13
省CO2型リサイクル等高度化設備導入促進
事業

3,330,000 3,213,450 116,550 3.5% ○ 環境再生・資源循環局　リサイクル推進室 1,500,000 公益財団法人廃棄物・３Ｒ研究財団

14 省エネ型浄化槽システム導入推進事業 2,000,000 1,840,000 160,000 8.0% ○ 環境再生・資源循環局　浄化槽推進室 1,000,000 一般社団法人全国浄化槽団体連合会

15
再生可能エネルギー電気・熱自立的普及促進
事業

5,000,000 4,825,000 175,000 3.5% ○

総合環境政策統括官G　環境計画課
地球環境局　地球温暖化対策事業室
水・大気環境局　地下水・地盤環境室
自然環境局　温泉地保護利用推進室

5,400,000 公益財団法人日本環境協会

16 地方公共団体カーボン・マネジメント強化事業 5,200,000 5,059,600 140,400 2.7% ○ 総合環境政策統括官G　環境計画課 3,270,000 一般財団法人環境イノベーション情報機構

17
地域の防災・減災と低炭素化を同時実現する
自立・分散型エネルギー等導入推進事業

3,400,000 3,271,667 128,333 3.8% ○ 平成31年度新規
総合環境政策統括官G　環境計画課
地球環境局　地球温暖化対策事業室

- -

18
公共施設等先進的CO2排出削減対策モデル
事業

2,600,000 2,530,000 70,000 2.7% ○ 地球環境局　地球温暖化対策事業室 2,600,000 一般社団法人環境技術普及促進協会

19
脱炭素イノベーションによる地域循環共生圏
構築事業

6,000,000 4,835,000 215,000 3.6% ×
平成31年度新規
別途執行団体の公募を実施予定。

地球環境局　地球温暖化対策事業室
総合環境政策統括官G　環境計画課
環境再生・資源循環局　リサイクル推進室

- -

20
民間事業者による分散型エネルギーシステム
構築支援事業

2,100,000 2,005,000 95,000 4.6% ×
平成31年度新規
別途執行団体の公募を実施予定。

地球環境局　地球温暖化対策事業室 - -

21
廃熱・湧水等の未利用資源の効率的活用に
よる低炭素社会システム整備推進事業

1,600,000 1,530,250 69,750 4.4% ○ 地球環境局　地球温暖化対策事業室 1,700,000 一般社団法人低炭素社会創出促進協会
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H30執行団体

22
木材利用による業務用施設の断熱性能効果
検証事業

1,100,000 1,049,550 50,450 4.6% ○ 地球環境局　地球温暖化対策事業室 2,000,000 公益財団法人北海道環境財団

23
地方と連携した地球温暖化対策活動推進事
業

841,716 761,000 80,716 9.6% ○ 地球環境局　国民生活対策室 841,716 一般財団法人環境イノベーション情報機構

24
公共交通機関の低炭素化と利用促進に向け
た設備整備事業

1,500,000 1,430,000 70,000 4.7% ○
地球環境局　地球温暖化対策事業室
水・大気環境局　自動車環境対策課

1,200,000 一般社団法人低炭素社会創出促進協会

25
再エネ水素を活用した社会インフラの低炭素
化促進事業

2,570,000 2,472,250 97,750 3.9% ○ 水・大気環境局　自動車環境対策課 2,570,000 一般社団法人環境技術普及促進協会

26 電動化対応トラック・バス導入加速事業 1,000,000 950,000 50,000 5.0% ○ 平成31年度新規 水・大気環境局　自動車環境対策課 - -

27 低炭素型ディーゼルトラック普及加速化事業 2,965,000 2,896,400 118,600 4.0% ○ 水・大気環境局　自動車環境対策課 2,965,000 一般財団法人環境優良車普及機構

28 物流分野におけるＣＯ２削減対策促進事業 1,045,000 992,750 52,250 5.0% ○ 地球環境局　低炭素物流推進室 1,515,000 一般財団法人環境優良車普及機構

29
脱炭素社会を支えるプラスチック等資源循環
システム構築実証事業

2,000,000 1,910,000 90,000 4.5% ○ 平成31年度新規 環境再生・資源循環局　リサイクル推進室 - -

30
グリーンボンドや地域の資金を活用した低炭
素化事業推進モデル事業

475,000 446,500 28,500 6.0% × 別途執行団体の公募を実施予定。 総合環境政策統括官G　環境経済課 680,000 一般社団法人グリーンファイナンス推進機構

31 地域低炭素投資促進ファンド事業 4,600,000 4,134,000 466,000 10.2% × 公募対象外事業 総合環境政策統括官G　環境経済課 4,800,000 一般社団法人グリーンファイナンス推進機構

32
環境金融の拡大に向けた利子補給事業
（環境配慮型融資促進利子補給事業）

338,000 320,000 18,000 5.4% ○ 総合環境政策統括官G　環境経済課 601,000 公益財団法人日本環境協会

33
環境金融の拡大に向けた利子補給事業
（環境リスク調査融資促進利子補給事業）

821,000 791,000 30,000 3.7% ○ 総合環境政策統括官G　環境経済課 972,000 一般社団法人環境パートナーシップ会議

34 ESG融資モデル利子補給事業 60,000 54,000 6,000 10.0% ○ 平成31年度新規 総合環境政策統括官G　環境経済課 - -

35 エコリース促進事業 1,900,000 1,830,000 70,000 3.7% ○ 総合環境政策統括官G　環境経済課 1,900,000
一般社団法人ESCO・エネルギーマネジメント
推進協議会

36
中小事業者による排出量算定・排出量削減の
ための環境経営体制構築支援事業

70,000 64,000 6,000 8.6% ○ 総合環境政策統括官G　環境経済課 70,000 一般財団法人持続性推進機構

37
二国間クレジット制度資金支援事業のうち設
備補助事業

(9,900,000)
3,300,000

(9,405,000)
3,135,000

(495,000)
165,000

5.0% ○

・３カ年事業（H31～H33の国庫債務負担行
為）
・上段かっこ書きは３カ年の総額、下段はH31
年度単年度の金額

地球環境局　市場メカニズム室 2,300,000 公益財団法人地球環境センター

38
コ・イノベーションによる途上国向け低炭素技
術創出・普及事業

2,000,000 1,930,000 70,000 3.5% ○ 平成31年度新規
地球環境局　地球温暖化対策事業室
環境再生・資源循環局　循環型社会推進室

- -

39
我が国循環産業の戦略的国際展開による海
外でのCO2削減支援事業

252,777 202,777 18,777 7.5% ○ 環境再生・資源循環局　循環型社会推進室 202,777 公益財団法人廃棄物・３Ｒ研究財団

※本一覧表は、2019年度(平成31年度)当初予算（案）に計上されている間接補助金等を一覧表としてまとめているものです。今回の公募対象になるものは、公募対象欄に「○」の記載があるもののみとなります。


